
 
 

 

 

 
 

〈お問い合わせ〉 

朝日新聞社 ジャーナリスト学校 

TEL 03-3545-0131（代表） 

2021年 7月 9日 

>  contact 

朝日新聞社 〒104-8011 東京都中央区築地 5-3-2 

〈報道関係のみなさま〉 

 

何が求められているのか 

特集 ジャーナリズム再考〈下〉 

「月刊 Journalism」７月号発売! 

 

 株式会社朝日新聞社（代表取締役社長：中村史郎）は７月９日（金）、「月刊 Journalism」７月号を発行

しました。特集は、６月号に続いて「ジャーナリズム再考〈下〉」です。 

報道の現場で試行錯誤しながら取材活動を続けている記者やジャーナリス

トらのジャーナリズムへの思いや、これからのジャーナリストはどうあるべきかな

どについての提言を紹介します。 

韓国メディアにおける調査報道の第一人者である、崔承浩（チェ・スンホ）前

韓国 MBC 社長は、政治介入に屈した放送局幹部らに迫ったドキュメンタリー

映画「共犯者たち」を制作。言論の独立性、特に公営放送の経営への政治権

力が干渉しないような制度を確立することの重要性を指摘します。 

作家の下山進さんは、新聞メディアの生き残りのための戦略として、有料デ

ジタル版に資源を集中し、無料の広告モデルは思い切って整理統合すること

を提言。若い記者らには、会社がつぶれても一人のジャーナリストとして生きて

いけるだけの専門のテーマを持つことの必要性を指摘しています。 

ＴＢＳ報道特集キャスターの金平茂紀さんは、森友学園問題やスリランカからの女性留学生が入管施

設で死亡した問題を例に、テレビがジャーナリズムを担えるのか、と自問しています。 

平和博・桜美林大学教授は、ジャーナリズムの存在意義ともいえる「権力監視」や「社会批判」が、市民

の共感をさほど受けていない、という米研究団体による調査結果を分析しています。この「不都合な真実」

を新聞メディアなどはどう受け止めたらいいのか。重い問いを投げかけています。 

 「月刊 Journalism」は 2008年 10月創刊。「民主主義の行方」（21年 1月号）、「『３・11』から 10年」（2月

号）、「日常にひそむ暴力」（3 月号）、「中立・公平・公正」（4 月号）、「女性記者の現在地」（5 月号）など、

さまざまな社会問題を、ジャーナリズムという視点を通して向き合っていきます。 

定価は 815 円（税込み）。年間購読料は 8965 円（税・送料込み）。全国の書店、ネット書店、ＡＳＡ（朝

日新聞販売所）で注文によってお求めいただけます。 


